
様式第１（第３条関係）（表面） 
 

特定施設（有害物質貯蔵指定施設）設置（使用、変更）届出書 
 

   令和 ８年 ７月 20日 

  広島県東部厚生環境事務所長  様 

 

氏名又は名称及び住所並びに法
人にあつてはその代表者の氏名 

届出者
○△市□○町26番12号 
○△株式会社 
代表取締役 □□ ○○ 

 
 
  水質汚濁防止法第５条第１項、第２項又は第３項（第６条第１項又は第２項、第７条）の規定に
より、特定施設（有害物質貯蔵指定施設）について、次のとおり届け出ます。 

 

工場又は事業場の名称  ○△ロッジ ※整 理 番 号  

工場又は事業場の所在地  ○△市□○町26番12号 ※受理年月日 年 月 日 

第
５
条
第
１
項
関
係 

特定施設の種類 

66の３ 
☑ イ ちゅう房施設 
☑ ロ 洗濯施設 
☑ ハ 入浴施設 

※施 設 番 号  

有害物質使用特定施設の
該当の有無 

 有 □   無 ☑ ※審 査 結 果  

△特定施設の構造 別紙１のとおり。 ※備 考  

△特定施設の設備（有害
物質使用特定施設の場
合に限る。） 

別紙１の２のとおり。 

△特定施設の使用の方法 別紙２のとおり。 

△汚水等の処理の方法 別紙３のとおり。 

△排出水の汚染状態及び
量 

別紙４のとおり。 

△排出水の排水系統別の
汚染状態及び量 

別紙５のとおり。 

△排出水に係る用水及び
排水の系統 

別紙６のとおり。 

第
５
条
第
２
項
関
係 

有害物質使用特定施設の
種類 

  

△有害物質使用特定施設
の構造 

別紙７のとおり。 

△有害物質使用特定施設
の使用の方法 

別紙８のとおり。 

△汚水等の処理の方法 別紙９のとおり。 

△特定地下浸透水の浸透
の方法 

別紙10のとおり。 

△特定地下浸透水に係る
用水及び排水の系統 

別紙11のとおり。 

 

旅館業（別紙２、３、４の各合計（最大）が 10 ㎥未満）、温泉水使用なしの新設用 

記入例 



様式第１ （裏面） 

第
５
条
第
３
項
関
係 

有害物質使用特定施設又
は有害物質貯蔵指定施設
の別 

□ 有害物質使用特定施設 
□ 有害物質貯蔵指定施設 

  

△有害物質使用特定施設
又は有害物質貯蔵指定施
設の構造 

別紙12のとおり。 

△有害物質使用特定施設
又は有害物質貯蔵指定施
設の設備 

別紙13のとおり。 

△有害物質使用特定施設
又は有害物質貯蔵指定施
設の使用の方法 

別紙14のとおり。 

△施設において製造さ
れ、使用され、若しくは
処理される有害物質に係
る用水及び排水の系統又
は施設において貯蔵され
る有害物質に係る搬入及
び搬出の系統 

別紙15のとおり。 

 

備考 １ 特定施設の種類の欄及び有害物質使用特定施設の種類の欄には、令別表第一に掲げる号番
号及び名称（指定地域特定施設にあつては、名称）を記載すること。 

   ２ 有害物質使用特定施設の該当の有無の欄には、該当するものにレ印を記入すること。なお、
有害物質使用特定施設に該当しない場合には、別紙１の２を提出することを要しない。 

３  有害物質使用特定施設又は有害物質貯蔵指定施設の別の欄には、該当する施設にレ印を記入
すること。 

   ４ △印の欄の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、図面、表等を利用
すること。 

   ５ ※印の欄には、記載しないこと。 
   ６ 排出水の排水系統別の汚染状態及び量については、指定地域内の工場又は事業場に係る届

出書に限つて欄を設けること。 
   ７ 変更届出の場合には、変更のある部分について、変更前及び変更後の内容を対照させるこ

と。 
   ８ 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本産業規格Ａ

４とすること。 
    



別紙１ 

特定施設の構造 

 ☑（新設） ☑（新設） ☑（新設） 

工場又は事業場にお
ける施設番号 

キッチン①② 洗濯機① 浴槽①～③ 

特定施設号番号及び
名称 

66の３ 
イ ちゅう房施設 

66の３ 
ロ 洗濯施設 

66の３ 
ハ 入浴施設 

型 式 ― 
メーカー：○△社製 
型 式：WH-450B 

メーカー：○△社製 
型 式：BT-400W 

構 造 別添第 ３ 図のとおり 別添第 ４ 図のとおり 別添第 ５ 図のとおり 

主 要 寸 法 

縦 ： 5000 
横 ： 3000 
高さ： 2500 

（単位：ｍ・mm） 

縦 ：  500 
横 ：  500 
高さ： 1100 

（単位：ｍ・mm） 

縦 ： 2500 
横 ： 1200 
高さ：  900 

（単位：ｍ・mm） 

 

図面等に記載された寸法を記入又は、「別添第●図のとおり」と記入し、図面に記載のある主

要寸法部分を赤丸等で囲み明確化してもよい。 

イちゅう房施設において、部屋構造でないために流し台を特定施設とする場合は、流し台の寸

法を記入。 

ハ入浴施設において、ユニットバス等の一体構造の施設では、浴室全体を特定施設としてもよ

い。（施設番号等は「浴室」としてください。別紙２、別紙６、図面等も同様。） 

 

   

能 力 

調理食数 
５食／日（客室定員） 

洗濯・脱水容量 
4.5kg／回 

浴槽容量 
300 ℓ  

 
宿が食事を提供しない場

合はシンク容量を記入。 

（例：シンク容量60ℓ ） 

  
浴槽使用に係る客室定員

を記載してもよい。 

（例：客室定員２名） 

 

    

配 置 別添第 ２ 図のとおり 別添第 ２ 図のとおり 別添第 ２ 図のとおり 

設 置 年 月 日 年  月  日 年  月  日 年  月  日 

工事着手予定年月日 令和８年 10月 １日 令和９年 ３月 15日 令和８年 10月 １日 

工事完成予定年月日 令和９年 ２月 15日 令和９年 ３月 17日 令和９年 ２月 15日 

使用開始予定年月日 令和９年 ４月 １日 令和９年 ４月 １日 令和９年 ４月 １日 

その他参考となるべ
き事項 

☑同型機あり（計２基） □同型機あり（計 基） ☑同型機あり（計３基） 

 備考 １ 配置の欄には、当該特定施設及びこれに関連する主要機械又は主要装置の配置を記載す

ること。 

        ２ その他参考となるべき事項の欄には、当該特定施設が有害物質使用特定施設に該当する

場合には、施設の床面及び周囲の構造等を記載すること。 



別紙２ 

特定施設の使用の方法 

 ☑（新設） ☑（新設） ☑（新設） 

工場 又 は事業場 に 
お け る 施 設 番 号 

キッチン①② 洗濯機① 浴槽①～③ 

特 定 施 設 号 番 号 
及 び 名 称 

66の３ 
イ ちゅう房施設 

66の３ 
ロ 洗濯施設 

66の３ 
ハ 入浴施設 

設 置 場 所 別添第 ２ 図のとおり 別添第 ２ 図のとおり 別添第 ２ 図のとおり 

操 業 の 系 統 ― ― ― 

使 用 時 間 間 隔 
□ 連続 ☑ 断続（下記） 
（15時～19時、５時～10時） 

□ 連続 ☑ 断続（下記） 
（16時～20時、８時～10時） 

□ 連続 ☑ 断続（下記） 
（  17時～23時  ） 

1日当たりの使用時間 （ ９ ）時間 （ ６ ）時間 （ ６ ）時間 

使用 の 季節的変 動 
☑ なし 
□ あり（     ） 

☑ なし 
□ あり（     ） 

□ なし 
☑ あり（12月～２月の使用が多い） 

原材料(消耗資材を含
む。)の種類、使用方
法及び1日当たりの使
用量 

☑ 水 100 ℓ ・㎥ 
☑ 洗剤 20 ml・ｇ 
☑（米・野菜類・魚・肉 約1.5㎏） 

☑ 水  200 ℓ ・㎥ 
☑ 洗剤 50 ml・ｇ 
□ （       ） 

☑ 水 500 ℓ ・㎥ 
☑ 入浴剤 30 ml・ｇ 
□ （       ） 

 

１日当たりの平均的な使用量を記入。（水の量は汚水等の通常水量に見合った量を記入。水

以外の原材料の量については一般的な使用であれば記入不要。） 

イちゅう房施設において、宿が食事を提供しない場合は、食材の記入不要。（水等は記入。） 

ハ入浴施設において、浴室全体を特定施設とする場合には、洗い場で使用する洗浄料（シャ

ンプー、石鹸等）も記入。 

 

   

汚
水
等
の
汚
染
状
態 

種 類 ・ 項 目 通常 最大 通常 最大 通常 最大 

          

汚 水 等 の 量 
(m3／日) 

通常 最大 通常 最大 通常 最大 

0.1 0.2 0.2 0.4 0.5 １ 

その他参考となるべ
き事項 

☑同型機あり（計２基） □同型機あり（計 基） ☑同型機あり（計３基） 

□公共下水道に接続 
☑別紙３（ 浄化槽 ） 
で処理 

□公共下水道に接続 
☑別紙３（ 浄化槽 ） 
で処理 

□公共下水道に接続 
☑別紙３（ 浄化槽 ） 
で処理 

 備考 汚水等の汚染状態の欄には、当該特定事業場の排出水に係る排水基準に定められた事項につ

いて記載すること。 



別紙３ 

汚水等の処理の方法 

□ 該当なし ☑（新設） □（新設） 

工 場 又 は 事 業 場 
に お け る 施 設 番 号 

浄化槽  

処理施設の設置場所 別添第 ２ 図のとおり 別添第   図のとおり 

設 置 年 月 日    年  月  日 年  月  日 

工事着手予定年月日 令和９年 ２月 １日 年  月  日 

工事完成予定年月日 令和９年 ２月 20日 年  月  日 

使用開始予定年月日 令和９年 ４月 １日 年  月  日 

種 類 及 び 型 式 
合併処理浄化槽 

メーカー：○△社 型 式：JKS-10 
 

構 造 別添第 ６ 図のとおり 別添第   図のとおり 

主 要 寸 法 
縦 ：2800   横 ：1200 
高さ：1550  （単位：ｍ・mm） 

縦 ：    横 ： 
高さ：   （単位：ｍ・mm） 

能 力 （ 10 ）人槽  

処 理 の 方 式 別添第 ６ 図のとおり  

処 理 の 系 統 別添第 ６ 図のとおり 別添第   図のとおり 

集水及び導水の方法 ☑ 自然流下  □（      ） □ 自然流下  □（      ） 

使 用 時 間 間 隔 ☑ 24時間連続 □（      ） □ 24時間連続 □（      ） 

1日当たりの使用時間 ☑ 24時間   □（      ） □ 24時間   □（      ） 

使 用 の 季 節 変 動 ☑ なし    □（      ） □ なし    □（      ） 

消耗資材の1日当たり 
の 用 途 別 使 用 量 

☑ 消毒剤（20g）□ （     ） 

□ 消毒剤（  ）□ （     ） 
 

消毒剤の使用量については、一般的な使

用であれば記入不要。 
 

 
汚
水
等
の
汚
染
状
態
及
び
量 

種 類 ・ 項 目 
通 常 最 大 通 常 最 大 

処理前 処理後 処理前 処理後 処理前 処理後 処理前 処理後 

                  

量(m3／日) ２ ２ ４ ４         

残さの種類、1月間の種
類別生成量及び処理方
法 

☑ 浄化槽汚泥 約 20ℓ  
☑ 清掃業者に委託処理 
□ （            ） 

 

 
浄化槽汚泥の生成量については、一般的

な使用であれば記入不要。 
 

 
排 出 水 の 排 出 方 法 ☑ 自然流下 □ （      ）  

その他参考となるべき
事項 

☑ No.１排水口から排出 □ No. 排水口から排出 

 備考 1 汚水等の汚染状態の欄には、当該特定事業場の排出水に係る排水基準に定められた事項に

ついて記載すること。 

    2 排出水の排出方法の欄には、排水口の位置及び数並びに排出先を含め記載すること。 



別紙４ 

排出水の汚染状態及び量 

 ☑（新設） ☑（新設） 

工 場 又 は 事 業 場 に 
お け る 施 設 番 号 

No.１排水口 No.２排水口 

排
出
水
の
汚
染
状
態 

種 類 ・ 項 目 通 常 最 大 通 常 最 大 

          

排 出 水 の 量 
(m3／日) 

通 常 最 大 通 常 最 大 

２ ４ ０ ０ 

その他参考となるべき
事項 

□ 雨水専用 
□ 雨水を含む 

☑ 雨水専用 
□ 雨水を含む 

 排水口のうち、１つ以上が「雨水専用」又は「雨水を含む」となる。

別紙６と整合するように記入。 

 

    

（排出先） 
No.１排水口→側溝→尾道水道 

（排出先） 
No.２排水口→側溝→尾道水道 

 備考 排出水の汚染状態の欄には、当該特定事業場の排出水に係る排水基準に定められた事項につ

いて記載すること。 



別紙５    瀬戸内海域はこの様式の添付必要。（記入箇所なし） 

排出水の排水系統別の汚染状態及び量 

 ☑（新設） 指定項目の別  COD、T-N、T-P 

特
定

排
出
水 

業 種 

その他の 

区分 

汚染状態 

(mg／Ｌ) 

水 量 

(m3／日) 

汚濁負荷量 

(kg／日) 
※ 

通常 最大 通常 最大 
  

通常 最大 Qco Qci Qcj 

                    

合 計                   

特
定

排
出
水
以
外
の

排
出
水 

種類及び

用途 

汚染状態 

(mg／Ｌ) 

水 量 

(m3／日) 

汚濁負荷量 

(kg／日) 

  

通常 最大 通常 最大 通常 最大 

              

合 計             

な
る

べ
き
事
項 

そ
の
他
参
考
と 

  

 備考 1 本紙の記載にあたっては、指定項目ごとに作成すること。 

    2 指定項目の別の項、汚染状態の項及び汚濁負荷量の項には、指定項目について記載するこ

と。 

    3 窒素含有量について記載する場合には、「Qco」を「Qno」と、「Qci」を「Qni」と読み替え、

Qcjの項には記載しないこと。 

    4 りん含有量について記載する場合には、「Qco」を「Qpo」と、「Qci」を「Qpi」と読み替え、

Qcjの項には記載しないこと。 

    5 ※印の欄には記載しないこと。 



別紙６ 

用水及び排水の系統 

 ☑（新設） 

用水及び排 水の系 統 

 

用 途 別 用 水 使 用 量 

用 途 使 用 水 用水使用量(m3／日) 

 生活用水 ☑ 上水 □ 地下水 ４ 最大水量を記入。 

     

     

     

     

     

 

☑ ちゅう房施設（キッチン①②） 

☑ 洗濯施設（洗濯機①） 

☑ 入浴施設（浴槽①～③） 

☑ No.1排水口 

□ 公共下水道 

☑ No.2排水口 

雨水 

☑ その他の生活用水 

□（        ） 

☑ 浄化槽 

□（    ） 

２㎥（４㎥） 

0.2 ㎥（0.4 ㎥） 

0.2 ㎥（0.4 ㎥） 

1.5 ㎥（３㎥） 

0.1 ㎥（0.2 ㎥） 

㎥（  ㎥） 

２㎥（４㎥） 

２㎥（４㎥） 

０㎥（０㎥） 

（使用水～特定施設等～浄化槽等～排水口の経路を実線矢印で結ぶこと） 

☑ 上水 

□ 地下水 



参考１ 

許 可 申 請 ・ 届 出 の 概 要 

 

定

施

設

䥺

の

設

置

・

変

更 

特
定
施
設
䥹
有
害
物
質
貯
蔵
指 

 
66の３ 旅館業の用に供する 
☑ イ ちゅう房施設（ ２ 基） 
☑ ロ 洗 濯 施 設（ １ 基）  を設置する。 
☑ ハ 入 浴 施 設（ ３ 基） 

の

設

置

・

変

更

 

汚

水

処

理

施

設

等

 

 

☑ 浄化槽（ 10 人槽）を設置する。 

□ 該当なし 

□ その他（                                 ） 

負

荷

量

の

増

減

 

排

出

水

量

及

び
 

 

☑ No.1 排水口を設置する。（排水量：通常 ２ ㎥/日、最大 ４ ㎥/日） 

□ No.  排水口を設置する。（排水量：通常   ㎥/日、最大   ㎥/日） 

☑ No.2 排水口（雨水専用）を設置する。（排水量：通常 ０㎥/日、最大 ０㎥/日） 

□ No.  排水口（雨水専用）を設置する。（排水量：通常 ０㎥/日、最大 ０㎥/日） 

□ 生活排水は公共下水道に放流する。 

□ その他（                                 ） 

備 
 
 

 
 

考 

 

 



参考２ 

参  考  資  料 
 
１ 工場又は事業場周辺の見取図 

    別添第 １ 図のとおり 

駅、学校等の公共施設と事業場との位置関係が分かり（事業場の敷地境界は赤色の線で囲む）、排水口の位置、河川や海域まで

の流路の記入があるもの。複数枚になる場合には別添第 1-1 図、別添第 1-2 図…とする。 
 
２ 工場又は事業場における建築物，施設などの配置図 

    別添第 ２ 図のとおり 

事業場敷地内の建屋配置図及び建屋の平面図を添付する（別紙１、別紙３に記入した施設の位置が分かり、施設番号の欄に記載

した名称が記入されていること。）。特定施設は赤色の線で囲む。複数枚になる場合には別添第 2-1 図、別添第 2-2 図…とする。 
 
３ 工場又は事業場全体の操業の系統 

    別添第   図のとおり 
 
４ 工場又は事業場全体の特定施設の種類及び数 

  （設置又は変更後の種類及び数を記入すること） 
 

号 番 号 名         称 数 

☑ 66 の３ 

イ ちゅう房施設 
キッチン①② ２ 

☑ 66 の３ 

 ロ 洗濯施設 
洗濯機① １ 

☑ 66 の３ 

ハ 入浴施設 
浴槽①～③ ３ 

   

   

   

 

５ 主要製品名及びその主原料 
 

主 要 製 品 名 主原料及びその使用量（１日当たり） 

  

  

  

  

  

 

６ 工場又は事業場全体の有害物質貯蔵指定施設において貯蔵する有害物質の種類及び量 

有 害 物 質 名 工場又は事業場全体の貯蔵量 

  

  

  

 

７  その他参考事項 資本の額又は出資の総額は法人のみ記入。用途地域等は不明な場合は記入不要。 

工 場 又 は 事 業 場 の 敷 地 面 積                300 ㎡ 常時使用する従業員数 ２人 

工場又は事業場の建物の延べ面積 170 ㎡ 操 業 時 間           24 時間 

資 本 の 額 又 は 出 資 の 総 額                100 万円 用 途 地 域           商業地域 

 



 

実 施 制 限 期 間 の 短 縮 願                 

 

                               令和 ８ 年 ７ 月 20 日 

 

 広 島県 東 部厚生環境事務所長 様 

 

                   住    所  ○△市□○町26番12号 

                   氏名又は名称  ○△株式会社 

                 (法人にあってはその代表者の氏名)代表取締役 □□ ○○                 

 

 水質汚濁防止法第５条第１項の規定に基づく，令和 ８ 年 ７ 月 20 日付けの届出について，

同法第９条第２項の規定により，次のとおり実施制限期間の短縮を承認してください。 

 

工 場 ・ 事 業 場 名 称           

 

○△ロッジ 

 

施 設 の 種 類 及 び 数           

66の３ 
☑ イ ちゅう房施設（ ２ 基） 
☑ ロ 洗濯施設  （ １ 基） 
☑ ハ 入浴施設  （ ３ 基） 

工場・事業場における 

施 設 番 号 又 は 名 称           

キッチン①② 

洗濯機① 

浴槽①～③ 

着 工 希 望 日           
☑ 受理後ただちに 

□ 令和    年    月    日 
別紙１、別紙３の工事着手予定年月日のうち、最も早い日付を記入。 

理        由 

☑ 早期に開業したいため。 

□ その他 

 

 

 

 
 

※法の規定により 60 日間の実施（着工）制限がありますので、 

余裕を持って届出してください。 

※本様式は、工事着手年月日の 60 日前までに届出する場合には 

添付しないでください。 

※実施制限の短縮承認は、審査機関による十分な審査の結果、 

届出に係る事項の内容が相当であると認めるときに行います。 
 

必要時のみ使用 


